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　８月７日の新聞報道によると、８月１日に米原子力潜水艦ヒューストンが、２年間にわたって放射能漏れ
の事故を起こしていたことが判明。2006年６月～2008年７月まで、放射能を帯びた冷却水が洩れていまし
た。この２年の期間に、日本に11回も寄港していました。佐世保、沖縄に５回、横須賀に１回。米原子力潜
水艦が安全どころかまったく危険なものであることがはっきりしました。９月にも米原子力空母が横須賀に
入り、母港化しようとしているだけに、母港化反対の世論が大きく広がることは間違いありません。

今月のキーワード
米原子力潜水艦の
放射能漏れ事故

　NPTは核不拡散条約のこと。この条約の再検討会議は５年ごとに開催されます。前々回、2000年５月の
再検討会議では、アメリカ、ロシア、イギリス、フランス、中国の５つの核保有国は「自国の核兵器の完全
廃絶」を「明確な約束」として受け入れ、その約束を含む13項目の措置に190カ国が合意しました。次回
2010年の再検討会議（ニューヨーク）は、この約束の明確な実効をせまって多くの国やNGOが活動してい
ます。今年の原水禁大会では、「核兵器のない世界を」の新たな署名運動が呼びかけられました。

今月のキーワード
2010年NPT再検討会議	

ーク、そして、夜には「50回記念の
夕べ」など多彩なプログラムで、参
加者は大いに学び、交流しました。
　宮本憲一さんは記念講演で「自治
体問題研究所は民主的自治体の建設
をめざす日本でただひとつの研究機
関で、1963年に設立された。その発
祥の地が吹田市だった。1964年の第
１回自治体学校以来、『地方自治を
住民の手に』というスローガンを掲

　天神祭で沸く７月25日、吹田市の
メイシアター大ホールで、第50回の
記念すべき自治体学校が開校しまし
た。27日までの３日間の日程に、全
国からの参加者は1800人以上。初日
のオープニングを飾ったのは男性合
唱団「昴」の堂々たる歌声。さら
に、太鼓集団「野火」などによる天
神祭の日にふさわしい勇壮な演奏。
初日は、宮本憲一さんの記念講演、
岡田知宏さんの基調講演、リレート

げて、憲法にもとづく全体の奉仕者
という自治体労働者の公務労働論を
提起してきた。50回を迎えた自治体
学校の到達点にたって、当面の自治
体政策では、道州制を阻止し、民主
的広域行政についての施策を議論す
る必要がある。世界政治の焦点は地

球温暖化だ。地球環境を維持するに
はこれまでの経済発展のありかたを
変え、維持可能な社会をめざす必要
がある」と強調しました。
　自治体学校２日目は、大阪市内の
会場を中心にして、15の分科会、３
つの講座、５つの現地分科会、特別
企画の「韓国の地方自治と日本」、
３日目には５つの中規模教室と、ま
さに盛りだくさんの企画に、全国の
参加者が学び交流しました。
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６
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世
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。
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８
月
11
日
、
国
会

と
内
閣
に
対
し
て
国
家
公
務
員
の
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人
事
院
勧
告
の
内
容

▶官民較差0.04％（136円）
▶給料表、一時金の改定なし
▶勤務時間を１週38時間45分に短縮
▶住居手当（持ち家）の今年度廃止見送り
▶非常勤職員給与の改善指針を策定
▶本府省の業務調整手当を新設
▶通勤手当の改善なし

中
央
行
動
で
は
大
阪
の
参
加
者
が
橋
下

改
革
を
暴
露
す
る
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
も

（
７
月
17
日
、
日
比
谷
野
外
音
楽
堂
）

暮らしや仕事を通じて、核兵器廃絶、憲法をまもりいか そう！

国の理不尽さを訴える原爆訴訟原告の
渡辺力人さん　　　　　　　　　　　

第
50
回
の
自
治
体
学
校
が
大
阪
で
開
催

全国から1800人が学び、交流

地球環境を維持し維持可能な社会をつくろう

広島市役所庁舎前の慰霊碑に折鶴を
かける岸和田市職労の仲間　　　　

韓
国
か
ら
も
20
人
が
参
加
し
ま
し
た

記念講演の　
宮本憲一さん

中
央
行
動
で
、
公
務
員
賃
金
の
改
善
を
訴
え
て

パ
レ
ー
ド
を
す
る
大
阪
自
治
労
連
の
仲
間　
　


